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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，直接効用モデルを用いて消費者の意思決定構造をモデル化した2つ
の研究を行った。第1の研究は，購買履歴データを利用し，モデルの効用関数に含まれる「飽き」を表すパラメ
ータに着目し，飽きが閾値を超えると消費者の選好が変化するモデルを提案した。第2の研究は，テレビ視聴時
間データを利用し，視聴者の番組ジャンル（ニュースやバラエティなど）に対する態度を分析し，視聴者属性と
の関連性についても考察を行った。

研究成果の概要（英文）：In this research, I conducted two studies that modeled consumer’s decision 
making structure using a direct utility model. The first study applied the direct utility model to 
consumer purchase history data. By focusing on parameters which represent “satiation”, I proposed 
a model that consumer’s preferences change when the satiation exceeds a threshold. The second study
 applied to TV viewing time data. I analyzed viewer’s attitudes toward TV program genres such as 
news, comedy and so on, and considered the relationships between viewer’s attitudes and attributes.

研究分野：マーケティング・リサーチ
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１．研究開始当初の背景 
 近年，マーケティング・サイエンスでは 2
つの異質性に注目が集まっている。第 1 に，
消費者異質性であり，消費者毎の特性を理解
することで One-to-One マーケティングへの
活用が期待される。第 2 に，時間異質性であ
り，購買経験を通じた消費者特性の変化を説
明することで，消費行動予測や新たな知見が
得られる。申請者は，時間異質性として，消
費者の過去の経験が現在の購買に与える影
響について研究を行ってきた。一方で，過去
の経験だけでなく将来の効用・期待も現在の
購買に影響を与えているのは明らかである。
例えば，パソコンを購買するとき，消費者は
購入後の使用用途や，今後の値引きを考慮し
て意思決定を行うことが想定される。 
 
２．研究の目的 
 消費者の購買履歴データを用いて，時間異
質性として過去の購買・消費経験が現在の行
動に与える影響については，先行研究で様々
なモデルが提案されてきた。しかし，将来に
対する期待が現在の購買に与える影響を考
慮した研究は少ない。本研究の目的は第 1に，
現在の購買に影響を与える要因として過去
の状態だけでなく，将来の効用・期待を考慮
した消費者購買行動モデルの開発にある。第
2 に，行動経済学などにおける消費者行動理
論を実データによる実証研究で検証するこ
とである。また，消費者異質性をモデリング
することで消費者の特性を理解したマーケ
ティング戦略上の知見を得る。 
 
３．研究の方法 
 本研究では主に 2つの研究を行った。（1）
消費者選好変化の動学モデルと（2）テレビ
視聴行動の分析である。どちらの研究でも，
直接効用モデルまたは離散・連続モデル（Kim 
et al. 2002, Bhat 2008）を用いた。直接効
用モデルは，効用最大化原理にもとづき消費
者は効用を最大化する行動を取ると仮定し
たモデルである。 
 
（1）消費者選好変化の動学モデル 

購買履歴データ（消費者パネルデータ）を
利用し，効用関数に含まれる「飽き」を表す
パラメータに着目して，消費者の購買意思決
定構造をモデル化した。将来の効用が現在の
意思決定に与える影響を分析する前段階と
して，過去の行動が現在の意思決定にどのよ
うに影響するかを理解する必要があり，飽き
が閾値を超えると消費者の選好が変化する
モデルを提案した。 

 
（2）テレビ視聴行動の分析 
 テレビ視聴時間データを利用し，視聴者の
番組ジャンル（ニュースやバラエティなど）
に対する選好度と飽和度を推定した。また，
階層ベイズモデルを用いることで，視聴者の
デモグラフィック属性との関係性の分析も

行った。 
 
４．研究成果 
（1）消費者選好変化の動学モデル 
ブランドに対する消費者の選好は常に一

定とは限らず，購買・消費経験により動的に
変化する。本研究の目的は，第 1にバラエテ
ィー・シーキング行動のモデル化である。消
費者の購買行動には「異時点間のブランド・
スイッチ」と「同一購買機会での複数ブラン
ドの同時購買」の 2種類のバラエティー・シ
ーキングがあり，両方を考慮したモデルを提
案する。第 2に因子分析によるパラメータ次
元の縮約である。ブランド数の増加に伴いス
イッチ候補や購買候補が増加するためパラ
メータ数も増加する。本研究では，因子構造
により次元を縮約することで低次元のパラ
メータにより消費者の行動を説明する。第 3
に選好のスイッチング構造のモデル化であ
る。ブランドに対する飽きを用いて，選好の
スイッチング構造を閾値モデルにより表現
する。 
 提案モデルは，ブランドに対する「飽き」
と「選好」をパラメータとして含む複数ブラ
ンドの同時購買を考慮した直接効用モデル
を用いる。モデル内の飽きを表す Satiation
パラメータに動的因子構造を加えることで，
ブランドに対する飽きを時間不変のブラン
ド固有成分と時変の消費者固有成分に分解
することができる。提案モデルでは，消費者
固有の飽きが閾値を超えたときに選好が変
化する動的構造を表現した。また，選好を表
す Baseline パラメータにも動的因子構造を
加えることで，動的ジョイント・スペース・
マップを作成することが可能となる。このマ
ップにより，ブランドの競争関係と消費者の
選好変化を同時にマッピングすることがで
き，視覚的に消費者行動を理解することがで
きる。 
 

図 1 動的ジョイント・スペース・マップ 
 
 



実証分析では，スナック菓子購買に関する
実験データと，実際の ID 付 POS データであ
るヨーグルトに関する購買履歴データの 2種
類のデータセットを用いた検証を行った。モ
デル比較指標による比較を行った結果，どち
らのデータでも飽きが閾値を超えたときに
選好が変化する提案モデルが支持された。購
買機会内の選好の変化率としては，毎期選好
を変化させる消費者が多数を占めたが，選好
が全く変化しない消費者も一定数存在する
ことが確認された。図 1は，スナック菓子購
買データにおける，ある 1人の消費者の動的
ジョイント・スペース・マップの例である。
この消費者は，計 7 回の購買機会を通じて，
選好がブランド Dから Cの方向へ動いている
ことが分かる。しかし，2 回目の購買機会で
は「飽き」が閾値を超えていなかったため，
選好の変化は起きていない。 
 本研究の成果は，国内学会で口頭発表を行
い，国際学術誌への投稿を目指し論文を作成
中である（2017年 5月現在）。 
 
（2）テレビ視聴行動の分析 
 本研究の目的は直接効用モデルを利用し，
消費者のテレビ視聴ジャンルに対する態度
を理解することにある。マーケティングにお
いて，消費者のテレビ視聴行動データは CM
の接触回数に変換され，広告効果を測定する
ための説明変数として利用されることが多
い。本研究では，テレビ視聴時間そのものを
目的変数とし，経済学モデルによって消費者
のテレビ視聴行動を分析した。提案モデルは，
視聴者は 1日のテレビ視聴可能時間を制約と
して，効用が最大となる番組ジャンル視聴時
間（ニュースやバラエティー，ドラマなど）
を選択すると仮定する。モデル内には，視聴
者の番組ジャンルに対する選好度と飽きの
速さを表す飽和度を表すパラメータが含ま
れる。また，階層ベイズモデルを利用するこ
とで，家計ごとのパラメータを推定し，家計
属性との関係も分析を行った。 
 実証分析は，株式会社インテージの i-SSP
のテレビ視聴データを利用した。モデル比較
では，平日と休日では家計の視聴行動が異な
るモデルが支持された。各家計の推定値を平
均した市場全体の傾向では，平日は「ニュー
ス／報道」，休日は「バラエティー」に対す
る選好度が高いことが分かった。また，飽和
度については「趣味／教育」が，短時間の視
聴で満足するジャンルであることが分かっ
た。応用として，各家計のパラメータを用い
て k-mean 法によるクラスター分析を行った
ところ，平日・休日でほぼ同じ選好度を持つ
セグメントと，平日・休日で大きく異なる選
好度を持つセグメントがあることが示され
た。セグメントの属性分析も行った結果，子
育て家計や老年家計といった特徴を見いだ
すことができ，この結果は CM 出稿戦略や番
組のレコメンデーションへの応用可能性が
ある。 

 本研究の今後と課題として，曜日や放送時
間帯による視聴行動の違いをモデルに取り
入れることが挙げられる。特に，テレビ番組
は 1週間で周期性を持っているため，曜日が
視聴行動に与える効果は大きいと想定され
る。テレビ視聴時間だけでなく，PCやスマー
トフォンの利用時間を加えた余暇時間の行
動モデルへの拡張も検討したい。 
 本研究の成果は，国内学会および国際学会
で口頭発表を行い，国内学術誌に投稿した
（2017年 5月現在査読中）。 
 
（3）今後の課題 
 所属大学の異動などの研究環境の変化に
より，科研費期間内に将来の効用をモデルに
組み込むところまでは進めることが出来な
かった。 

（2）の研究で用いたテレビ視聴時間デー
タについて，消費者はテレビの視聴に際し，
1 週間のうちで決まった番組を視聴する傾向
にあると考えられる。よって，将来視聴する
番組を考慮して，現在の視聴番組を決定して
いる可能性がある。 

本研究課題では，直接効用モデルを利用し，
消費者の効用関数に含まれる「飽き」に焦点
を当てて研究を行った。しかし，Baucells and 
Sarin (2010)では，継続して製品を購入する
ことで効用が増加する「慣習」を効用関数に
追加し，「飽き」と「慣習」の両方が，将来
を含む異時点間の消費行動決定に影響する
モデルを提案している。これらの点のモデル
化と推定に関しては困難が伴うため，ABC
（Approximate Bayesian Computation）やシ
ミュレーションとデータを融合するデータ
同化といった手法を取り入れることを検討
している。以上の点を課題とし，引き続き研
究を続けていきたい。 
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